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博士論文要約 
論文名 大都市自治体と中小企業政策―大阪市にみる政策の実態と構造― 
氏 名 本多哲夫 
本論文は、地域や中小企業に関する研究において、研究テーマとしての重要
性が指摘されながらも、これまで十分に分析されてこなかった大都市自治体の
中小企業政策に焦点を当て、その構造的な特徴や問題について検討したもので
ある。 
地方分権の進展、地域経済の低迷などを背景に、自治体が中小企業政策を主
導的に実施することが期待されている。学術面においても、自治体の中小企業
政策の研究が近年重視され、量的に増えつつある。しかし、質的には次のよう
な問題を有している。第１に、地方都市や大都市周辺都市の自治体政策のケー
ススタディが中心であり、政令指定都市など大都市自治体の政策については、
制度や組織が多様で複雑であることから、研究対象とされることがきわめて少
ない。第２に、事例として取り上げる自治体の中小企業政策の全体像の把握が
不十分であり、構造的な分析が弱い。本研究は、大阪市という代表的な大都市
自治体を研究対象とし、行財政分析や施策利用企業の分析などを行うことで政
策の構造的な把握を行い、上記の既存研究における不足を補おうと試みた。 
本論文の各章の概要は次のとおりである。第１章では、大都市自治体の中小
企業政策に関する研究の重要性を中小企業政策研究、地域発展研究、地方財政
研究の３つの研究領域のレビューから明らかにした。第２章では、地域経済振
興策として進められてきた国の地域開発政策と中小企業政策の変遷をみたうえ
で、自治体の中小企業政策の一般的な特徴について自治体の商工部局へのアン
ケート調査等をもとに考察した。 
以上の第１章、第２章は、既存の研究と政策の概略をまとめた本論文の総論
部分といえる。第３章以降は、大阪市のケーススタディを中心とした各論部分
であり、主に次の３つの観点から大都市自治体の中小企業政策について検討し
た。 
第１に、政策の中身とその変化である（第３章、第４章）。第３章では、大阪
市の産業政策の変遷を概観し、その重点が開発政策から中小企業政策へと変化
しつつあることを明らかにした。この変化は、一見、外来型開発から内発的発
展へと向かう変化にもみえるが、成長エンジンを構築するという目的自体が変
化していないことから、開発型政策へと回帰する可能性が十分に存在すること
を指摘した。第４章では、大阪市の商工部局の行財政分析をもとに政策実施体
制の実態を明らかにした。政策方針が現場の政策実施体制に即して決定される
わけではなく、現場に即さない方針が打ち出されていることを示した。 
第２に、組織構造の分析である（第５章、補論、第６章）。第５章は、大都市
自治体の中小企業政策において外郭団体が重要な機能を果たしていること、組
織分化が進むことによって組織間の関係性の構築が課題となること、近年の過
度な行財政改革の進展によって関係性の構築が阻害される傾向にあることを指
摘した。補論においても、公設試験研究機関が地域の技術支援において重要な
役割を果たしているものの、急速な行財政改革によってその特性が弱められ、
支援体制に問題を引き起こしつつあることを明らかにした。第６章では、大阪
市と大阪府の中小企業政策の補完の関係について、二重行政問題を手掛かりに
検討した。両者の中小企業政策の実態を詳しく分析することで、一般的な二重
行政批判でイメージされる無駄な政策が行われているとは必ずしもいえないこ
とが明らかとなった。 
第３に、政策の目的・意義とは何かという点である（第７章と第８章）。第７
章では、大阪市の中小企業政策を利用する企業の実態について分析し、政策が
直接的、間接的に企業存続のためのイノベーション促進に寄与していることを
明らかにした。第８章は、大阪市において成熟段階にある大都市に特有の地域
社会の疲弊の問題が生じており、この問題への対応という目的が大阪市の中小
企業政策に存在する可能性があることを指摘した。 
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